
大和市手数料条例の一部を改正する条例 

大和市手数料条例（昭和２６年大和町条例第９号）の一部を次のように改正する。 

別表都市の低炭素化の促進に関する法律関係の表第１号区分の欄中「エネルギーの使

用の合理化等に関する法律（昭和５４年法律第４９号）第７６条第１項に規定する登録建

築物調査機関（以下「登録建築物調査機関」という。）」を「建築物のエネルギー消費性能

の向上に関する法律（平成２７年法律第５３号）第１５条第１項に規定する登録建築物エ

ネルギー消費性能判定機関（以下「登録建築物エネルギー消費性能判定機関」という。）」

に改め、同号金額の欄中「以下」の次に「この表において」を加え、別表建築物のエネル

ギー消費性能の向上に関する法律関係の表第５号中「登録建築物調査機関」を「登録建築

物エネルギー消費性能判定機関」に改め、「受けた場合」の次に「、法第１２条第６項又は

第１３条第７項に規定する適合性判定通知書の写し及び建築基準法第７条第５項、第７

条の２第５項又は第１８条第１８項に規定する検査済証の写し（以下この号において「検

査済証の写し」という。）を添付した場合」を加え、「建築基準法第７条第５項、第７条の

２第５項又は第１８条第１８項に規定する」を削り、「第８条第１号イ(2)」を「第１０条

第１号イ(2)」に、「第１号(1)」を「第５号(1)」に、「第１号(2)」を「第５号(2)」に改

め、同号を同表第９号とし、同表第４号中「第１号(1)」を「第５号(1)」に改め、同号を

同表第８号とし、同表第３号中「第１号(1)」を「第５号(1)」に改め、同号を同表第７号

とし、同表中第２号を第６号とし、同表第１号中「建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律（平成２７年法律第５３号。以下この表において「法」という。）」を「法」に、

「登録建築物調査機関」を「登録建築物エネルギー消費性能判定機関」に、「建築物エネ

ルギー消費性能基準等を定める省令（平成２８年経済産業省・国土交通省令第１号。以下

この表において「基準省令」という。）第８条第１号イ(2)」を「基準省令第１０条第１号

イ(2)」に改め、同号(1)の項中「一戸建ての住宅」の次に「（建築物のエネルギー消費性

能の向上に関する法律施行令（平成２８年政令第８号）第３条第１号及び第２号に係る部

分以外の部分を有しないもの（長屋を除く。）に限る。以下この表において同じ。）」を、

「イ 共同住宅等」の次に「（非住宅部分を有しない建築物でアに掲げるもの以外のもの

をいう。以下この表において同じ。）」を加え、「人の居住の用に供する部分以外の部分」

を「非住宅部分」に改め、「以下」の次に「この表において」を加え、「（共用部分は、共

同住宅等に含む。）」を削り、同号を同表第５号とし、同表番号の項の次に次の４号を加え

る。 



１ 建築物のエネ

ルギー消費性

能の向上に関

する法律（以下

この表におい

て「法」とい

う。）第１２条

第１項又は第

１３条第２項

の規定に基づ

く建築物エネ

ルギー消費性

能確保計画の

適合性判定手

数料 

(1)  建築物エネ

ルギー消費性

能基準等を定

める省令（平

成２８年経済

産業省・国土

交通省令第１

号。以下この

表において

「基準省令」

という。）第１

条第１号ロに

適合する場合

ア 建築物の用途が基準省令第１０条第１号

に定める工場等（以下この表において「工場

等」という。）以外である場合 次に掲げる

非住宅部分（法第１１条の「非住宅部分」を

いう。以下この表において同じ。）の床面積

の区分に応じそれぞれ次に定める金額 

(ｱ) 床面積の合計が２，０００平方メー

トル以上５，０００平方メートル未満

の建築物 ２４０，０００円 

(ｲ) 床面積の合計が５，０００平方メー

トル以上１０，０００平方メートル未

満の建築物 ３１０，０００円 

(ｳ) 床面積の合計が１０，０００平方メ

ートル以上２５，０００平方メートル

未満の建築物 ３７０，０００円 

(ｴ) 床面積の合計が２５，０００平方メ

ートル以上の建築物 ４４０，０００

円 

イ 建築物の用途が工場等である場合 次に

掲げる非住宅部分の床面積の区分に応じそ

れぞれ次に定める金額 

(ｱ) 床面積の合計が２，０００平方メー

トル以上５，０００平方メートル未満

の工場等 ９５，０００円 

(ｲ) 床面積の合計が５，０００平方メー

トル以上１０，０００平方メートル未

満の工場等 １４０，０００円 

(ｳ) 床面積の合計が１０，０００平方メ

ートル以上２５，０００平方メートル

未満の工場等 １８０，０００円 

(ｴ) 床面積の合計が２５，０００平方メ

ートル以上の工場等 ２２０，０００

円 

(2) (1)以外の

場     

 合 

ア 建築物の用途が工場等以外である場合  

次に掲げる非住宅部分の床面積の区分に応

じそれぞれ次に定める金額 

(ｱ) 床面積の合計が２，０００平方メー

トル以上５，０００平方メートル未満

の建築物 ５３０，０００円 

(ｲ) 床面積の合計が５，０００平方メー

トル以上１０，０００平方メートル未

満の建築物 ６５０，０００円 

(ｳ) 床面積の合計が１０，０００平方メ

ートル以上２５，０００平方メートル

未満の建築物 ７７０，０００円 

(ｴ) 床面積の合計が２５，０００平方メ



ートル以上の建築物 ８７０，０００

円 

   イ 建築物の用途が工場等である場合 次

に掲げる非住宅部分の床面積の区分に応

じそれぞれ次に定める金額 

(ｱ) 床面積の合計が２，０００平方メー

トル以上５，０００平方メートル未満

の工場等 １００，０００円 

(ｲ) 床面積の合計が５，０００平方メー

トル以上１０，０００平方メートル未

満の工場等 １５０，０００円 

(ｳ) 床面積の合計が１０，０００平方メ

ートル以上２５，０００平方メートル

未満の工場等 １９０，０００円 

(ｴ) 床面積の合計が２５，０００平方メ

ートル以上の工場等 ２３０，０００

円 

２ 法第１２条第

２項又は第１

３条第３項の

規定に基づく

建築物エネル

ギー消費性能

確保計画の変

更適合性判定

手数料 

 前号(1)又は(2)に定める額の２分の１の額 

３ 法第１１条第

１項に規定す

る特定建築行

為を要する建

築物に係る建

築基準法第７

条第１項の規

定による完了

検査申請手数

料又は同法第

１８条第１６

項の規定によ

る完了通知手

数料 

(1) 建築物の

用途が工場

等以外であ

る場合 

建築条例別表第２号、第３号、第７号又は第

８号に定める額に、次に掲げる非住宅部分

の床面積（建築基準法第７条第１項の規定

による完了検査申請又は同法第１８条第１

６項の規定による完了通知に係る非住宅部

分の床面積に限る。）の区分に応じそれぞれ

次に定める額を加えた額 

ア 床面積の合計が３００平方メートル

以上２，０００平方メートル未満の建

築物 ３８，０００円 

イ 床面積の合計が２，０００平方メート

ル以上５，０００平方メートル未満の建

築物 ９５，０００円 

ウ 床面積の合計が５，０００平方メート

ル以上１０，０００平方メートル未満の

建築物 １４０，０００円 

エ 床面積の合計が１０，０００平方メー

トル以上２５，０００平方メートル未満



の建築物 １８０，０００円 

オ 床面積の合計が２５，０００平方メー

トル以上の建築物 ２２０，０００円 

  (2) 建築物の

用途が工場

等の場合 

建築条例別表第２号、第３号、第７号又は第８

号に定める額に１９，０００円を加えた額 

４ 建築物のエネ

ルギー消費性

能の向上に関

する法律施行

規則（平成２８

年国土交通省

令第５号）第１

１条の規定に

基づく軽微な

変更に関する

証明書交付手

数料 

 第１号(1)又は(2)に定める額の２分の１の額

附 則 

 この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

 


